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教育における多文化共生
―アメリカ合衆国の事例を中心に―

田　中　圭治郎

〔抄　録〕

　高度成長以降、子どもたちは経験・体験の場を失い、かつそのような機会が減少し

ていく。日常生活の体験の基盤の上に成り立っていた子どもたちの成長・発達がその

前提条件を失って、アンバランスな人間を養成することになる。本稿は、多文化共生

という概念の下に学校現場における様々な人間関係の問題解決を意図する。まずその

基礎概念を形成するインクルーシブ教育が一人ひとりを大切にする教育である大切で

あることを明示し、次にそれらが具体的に学校現場でどのように実践されているかを

アメリカの多文化教育の事例を中心に述べ、最後にハワイ州の教育実践を紹介する。

これらの考察の中から、日本のさまざまな問題の解決の糸口を探る。
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はじめに

　現在、学校教育ではいじめや不登校の問題がより深刻化しており、特に小学校では学級崩壊

が生じ、日本の教育全体が危機的状況にあると多くの人々が認識するようになっている。ベテ

ランの教師ですら、このような状況に対してどのように対処したら良いかがわからなくなって

いる。河上亮一は、その著『学校崩壊』の中で、「10 年ほど前から、……最近どうも生徒のこ

とがよくわからなくなった、生徒が見えなくなった、自分の言葉が生徒にうまく届いていない

ようだ、ということがよく話されるようになった」と述べ、「それまでの子どもとは全く異質の、

新しい子どもたちが登場してきた」（1）と、新しい状況に戸惑いを示している。また、いじめ

についても従来とは大きく変質したものとなっている。子どもたちは、いじめ、いじめられな

がら、成長・発達していったのであるが、その中で身につけていったのは、「いじめ方」である。

いじめられることを経験することで、相手に手加減して「いじめる」ことが出来るようになる

のである。いじめられることの「痛み」を感じることにより、いじめる際に相手の立場に立っ

たいじめが可能となるのである。山田正敏によれば、「これらの術は、小学校の中・高学年く

らいまでにほぼ体得し、リーダーシップの 1 つでもある『仲裁』の術まで身につけ、この“野



─　　─34

教育における多文化共生（田中　圭治郎）

蛮な人間学習、自然学習”は大体小学校段階で卒業し、高学年以降ともなれば、この学習体験

を生かして心の通じ合う何人かの親密な友人を作りだし、人間関係を深め、広げていったもの

である。同様に地域の自然への認識を深め広げ、子どもたちは地域に根ざして一回りも二回り

も大きく発達していった」（2）ということが出来る。従来子どもたちは、生活体験の中から、

人や自然に接し、人間関係、自然との接し方の術を体得していった。

　高度成長以降、子どもたちは経験・体験の場を失い、かつそのような機会が減少していく。

日常生活の体験の基盤の上に成り立っていた子どもたちの成長・発達がその前提条件を失って、

アンバランスな人間を養成することになる。このような状況の中で、一人ひとりの子どもの個

性を尊重することが求められる。子どもの持っている文化遺産を大切にし、各自が自尊感情を

持つことを奨励し、すなわち両親から引き継いだ価値観を認め合い、それに誇りを持つことが

求められるのである。

　本稿では、多文化共生という概念の下に学校現場における様々な人間関係の問題解決を意図

する。まずその基礎概念を形成するインクルーシブ教育が一人ひとりを大切にする教育である

大切であることを明示し、次にそれらが具体的に学校現場でどのように実践されているかをア

メリカの多文化教育の事例を中心に述べ、最後にハワイ州の教育実践を紹介する。これらの考

察の中から、日本のさまざまな問題の解決の糸口を探ることを意図する。

1．インクルーシブ教育

　ゲイリー・トーマスとジョン・ディフォー・デービスは、「インクルージョンの重要な特徴は、

理由を問わず不利な立場にある子どもを通常教育から排除しないことである。これは「特別な

ニーズ」という用語を時代に合わせること（modernizing）を意味して」（3）おり、「インクルー

ジョンには、インクルージョンの背後にあるものも受け入れるという基本原則がある。この原

則とは、能力、性別、言語、人種的・文化的出自にかかわらずすべての子どもたちが学校で平

等に評価され、大切に扱われ、平等の機会を提供されることができる枠組みを提供することで

ある」（4）としている。

　ハリー・ダニエルズとフィリップ・ガーナーは、「学校教育は、変化しつつある社会の挑戦

に直面している。若い人びとを、新しいパターンのコミュニケーションと知識生産に準備させ

ることは、私たちが学校教育の目的と方法を再考することを必要とする。学校教育で変化が生

じているのだから、私たちは、これらの新しい形態の教育活動へ参加するのを支える最良の手

段を再考するという挑戦に直面しなければならないのである。同じ形態の教育活動を増やして

も十分ではないであろう」（5）と述べ、教育にインクルージョンの概念を持ち込むべきである

とする。

　インクルーシブ教育について、アメリカ合衆国全国インクルーシブ教育再編センターは、「イ

ンクルーシブ教育は、重度の障害児を含むすべての児童・生徒に対して、社会の完全な一員と
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して実り多い生活を準備するために、近隣にある学校の年齢相当の学級において、必要な補助

具と支援サービスとともに、効果的な教育サービスを受ける公正な機会を用意することであ

る」（6）と定義している。

　ボルガー・プロブストは、特別なニーズを持つ子どもを

・家族構成（親を失った子ども、片親の家族、離婚と再婚、一人っ子）

・生活時間（放課後、過密スケジュールか放任）

・情報過多（失われる子ども時代）

・親の心理的・社会的要求（子どもに大人の代わりやパートナーとしての役割を押し付け

る）（7）

の社会状況の下で、学習意欲を失った子どもや、学校に不適応な子どもたちをも対象にならな

ければならないとする。

　その点、ブルガリアのインクルーシブ教育は注目されよう。ブルガリアでは、ジプシー（ロ

マ）の子どもの 40 － 45％は特別支援学校に通学している。彼らは、少数民族ゆえに学習上の

困難を来たし、しばしば知的障害であると誤認される。ジプシーの子どもの学習上の困難は、

次のように起こると考えられた。彼らは、

　一社会的、情緒的、知的成熟の遅れ

　二言語発達と言語教育の問題

　三就学前の施設や学校への不参加、不就学

　四学習への不十分な動機づけや刺激

　五間接的な要因として低い社会経済的地位

　六しばしば（ブルガリアの）分類で軽度知的障害に入れられている知的機能の低下（8）

という視点から偏見をもって見られている。

　ジプシーの子どもの学習上の困難の理由としては彼らの社会経済的不利が挙げられる。また、

ジプシーの子どもの民族的・文化的伝統や伝統の本質とその重要性が教育制度のなかで承認さ

れていないことを挙げることが出来る。このように、ジプシーの子どもたちは、ブルガリア社

会のアウトサイダーとして生き続けることを強いられている。

　ブルガリアのジプシーの子どもたちの教育問題は、単なる発達障害ではなく、彼らの持って

いる文化への偏見・差別をも意味している。すなわち、彼らの母語とブルガリア語の乖離、両

親の貧困等社会的・経済的な諸条件が背景に存在する。

　このようにインクルージョンは、人々の子どもの持つ文化遺産を大切にすることを求める。
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この視座から文化的多元性とは何かを論じてみる。

2．多文化共生における教育

a．文化的多元主義と多文化教育

　「西洋民主主義社会は、国家の主要な目標が、人権を擁護し、平等を推進させることであり、

また、すべての人種的、民族的、文化的集団を社会の一員として構成させることであるという、

人類平等主義のイデオロギーを持っている」（9）とバンクスとリンチが述べているように、

1960 年代と 70 年代、民族文化覚醒の動きの中で、文化的多元主義が出てきた。バンクスとリ

ンチによれば、この運動の主な目標は、種々の人種的、民族的、社会階級的集団の生徒たちが、

教育的平等を経験するような教育改革を目指すことである。

　「文化的多元主義は、教育プログラムに移植されうる単なる新しい方法でない。教育におけ

る多文化主義の概念は、現在存在しているものよりも、より異なった社会観に基づいている」（10）

のであり、子どもたちを教育する場合、以下の 5 点に留意しなければならない。

（1）�子どもたちに、自己の文化や価値と同様に、他の文化や価値を尊敬することを教えること。

（2）�すべての子どもたちが、多文化・多民族社会の中でうまく機能することを学習するのを援

助すること。

（3）�人種主義－皮膚の色－によって、より影響を受ける子どもたちに積極的に自己概念を持た

せること。

（4）�文化的に異なった人々の相違について、積極的な方法により、人類の類似性について子ど

もたちの経験を援助すること。

（5）�子どもたちに地域社会全体の特異な部分としての異なった文化の人々と一緒に仕事をする

経験を持たせることを援助すること（11）。

　多文化教育は、最初に民族学習（ethnic studies）、つまり民族集団の歴史、文化についての

科学的・人文的学習から始まり、さらに時期が来ると多民族教育・多文化教育へと発展してい

く。つまり、この運動は、さまざまな人種的・民族的集団の生徒が多数派集団の生徒と教育的

に同等な業績を上げることが可能になるよう、学校環境を変化させることである。

　現在、多民族教育の概念がより広がることが、重要であると考えられている。民族学習が実

現するに伴って、カリキュラムの中に民族性を取り入れることにより、種々の民族集団の生徒

が良い成績を取ることを可能ならしめるよう援助するのにたいそう役立つという主張がなされ

るというのがその理由である。多民族教育が充足される時、全学校環境（カリキュラムに現れ

ない教育内容・組織の規範・学校の方針・教授法・教材と評価・試験方法をすべて含んでいる

のだが）が改革される。
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　多文化教育は、民族学習、多民族教育、反人種主義教育（anti-racist education）を含む幅

広い概念であり、これは学校環境改革を意図した教育改革の一側面を持っているため、民族集

団、婦人、特別な生徒（例えば障害児や才能児）を含む多くの様々な種類の集団が教育的平等

や学業成績の同等さを経験するだろう。現在、いくつかの国々では、多文化教育の領域はどこ

まで拡大することが出来るのか、また拡大すべきなのか、さらにどのような集団や問題がこの

概念の中に含められるべきかが、議論されている（12）。

　多文化教育は、現在、その概念規定がはっきりとしていないのであるが、様々な不利な条件

を持った子どもたちの教育条件をいかに充足するかが、その至上目標である。様々な理由によっ

て生じた学習上の障害を取り除き、多数派である生徒と教育的に平等な条件で学ぶようにする

ことが、真の教育的平等であり、それがすなわち、多文化教育である。だが、現実は、さまざ

まな劣悪な環境の中での生活を強いられている子どもたちが存在し、彼らは、それゆえに、学

校教育の中で、十分な学業成績を収めることが出来ず、その結果、社会的にも低い階層に押し

込められ続ける。多文化教育は、現実に存在する社会的矛盾を解決するため、どのような教育

が、すべての子どもたちに幸せをもたらすかを、追究する、教育の本質に迫るものといえよう。

b．リンチの多文化教育説

　「多文化教育は、多文化社会のための教育概念を論議する際に使用される単に便利な簡単に

表せる用語である」（13）とリンチが述べているように、多文化教育は、多民族社会とは切り離

して考えられないものであり、「教育制度の決定や政策が提案される以前に多文化社会の民族

の問題が存在する」（14）のである。リンチによれば、多文化教育の目的は、多民族社会におい

て「より多くの文化的背景の尊重と教育の機会の平等を追求すること」（15）であると述べている。

　「多文化的な多様性を批判的・理性的に受け入れることと、個々人や集団の相違を 1 つの共

通の人間性の下で創造的に肯定することである多文化教育は、子どもたちの通過儀礼として考

えられるべきである」（16）。多民族社会の学校現場では、従来のように白人中心の 1 つの価値

観で子どもたちを教えるのではなく、様々な人々の文化的背景を尊重することを子どもたちに

教えることが求められる。それは、人間性という 1 つの大きな目標を目指すものであり、それ

が確保された後に初めてすべての子どもたちの教育の機会均等が可能になるのである。

c．多文化教育の実態

　多文化教育を教える教師の手引書に、「（1）文化的・民族的多様性を持った多元的社会の肯

定的な面を認識すること、（2）すべての集団がわれわれの国民文化の豊かさに貢献することを

認めること、（3）本国の民族とアメリカに移民した民族の両者にわたる広い認識」（17）と述べ

られており、アメリカの多民族性を肯定的に評価して、生徒に教育しようという姿勢が窺われ

る。
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　更に、教師の授業態度として、「（1）人種差別主義者、男女差別主義者の言葉や標語とは関

係のない用語を使用すること、（2）人間を傷付けたり、彼らの可能性を阻害するような不注意

な言葉の使用や、人間の紋切り型のとらえ方について認識を深めること、（3）人間を、性、人

種、階級又は民族的背景によって拘束されないさまざまな特徴を持った個々の存在として取り

扱うこと」（18）が重要視されており、これをみても、多文化教育が個々の生徒の持っている文

化的背景を考慮することが、生徒の存在・人格・価値観を尊ぶことであるといえる。具体的に

は、個々人が、民族の違いを恥じるのではなく、民族遺産を誇りに思うことが出来ることであ

る。

　さらに、ケンダールも「教師自身の人種的態度が多文化教育の成功を決定する際の決定的な

要素」（19）であろうと述べ、教師の人格、人間性が問題とされる。カリキュラムを組むに当たっ

て、「単元を学ぶことにより幼い子どもたちに多文化的視野を与え、アメリカ・インディアン、

アジア系アメリカ人、スペイン語系の人々、黒人と白人が全社会の一部分として焦点があてら

れる」（20）のであり、理念としては、（a）多くの異なった種類の家族が存在する、（b）すべて

の種類の人々がわれわれのコミュニティに住んでいる、（c）われわれすべてのものの中に、い

くつかのやり方が存在する、（d）われわれの異なったものの中にいくつかのやり方が存在する、

（e）われわれは、われわれのコミュニティの中で一緒に仕事をする（21）の 5 点が了解される必

要がある。

　次にカリキュラムについて述べる。多くの異なった文化は、互いに作用し、それぞれのユニー

クな質のものが 1 つの強力なコミュニティを形成するのに貢献する。具体的な活動としては、

（1）�子どもたちと家族のことについて話すことから始まる。ここでは、両親、祖父母の持って

いる文化を子どもを通して知ると同時に、他の子どもにもそれぞれの文化についての知識

を得させる。

（2）�雑誌の中の様々な人々の姿を生徒に示す。日頃子どもたちが目にする様々な民族の服装に

ついての理解を深める。

（3）�雑誌の中のすべての種類の家族に関しての絵を探す。兄弟姉妹のいる家族のそれぞれの例

を、絵を見ることによって理解する。その際、いろいろな民族の家族をも紹介する。

（4）子どもたちに白紙のノートに各自の家族についての紹介を記させる。

（5）家族がどのように物事を見、何をしているか等を子どもたちに書かせる（22）。

　といった自分の家族、そして近所・隣人から徐々に環境範囲を拡大しながら学習をすすめて

いく。自分の出身民族、コミュニティ内の他の民族の生活習慣と異なる価値観を尊重する態度

の養成が究極的に求められる。

　具体例として、多文化カレンダーを挙げてみる。さまざまな人種で構成されている学校にお
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いて、カレンダーを利用し、重要人物の誕生日やさまざまな民族集団の歴史上の出来事を知り、

それらを通して各民族を理解しようとすることである。1 月を例に取ってみる。

1 日－奴隷解放宣言（1863）ハイチ独立（1804）、2 日－エンマ（ハワイの王妃、1836-1885）

誕生、3 日－ヤコブ・グリム（1785-1863）誕生、5 日－ジョージ・W・カーバー（1864-1943）

誕生シシェレッタ・ジョーンズ（黒人歌手 1864-1933）誕生、8 日－ド・ゴール大統領に就任

（1959）、10 日－国際連合第 1 回総会（ロンドン 1946）国際連盟設立（ジュネーブ 1920）、11

日－ユーギニオ・ドホストス（プエルトリコ愛国者 1839-1903）誕生、12 日－アダー・トムス（黒

人看護婦指導者 1863-1943）誕生、13 日－シャーロッテ・レイ（最初の黒人婦人弁護士 1850-

1911）誕生、14 日－カルロス・ロムロ（フィリピン指導者 1901-）アルバート・シュバイツアー

（1875-1965）誕生、15 日－マーチン・ルーサー・キング（黒人牧師、公民権指導者 1923-1968）

誕生、17 日－チェーホフ（1860-1904）誕生、19 日－セザンヌ（1839-1905）誕生、21 日－ファ

ニー・ジャクソンコピン死去（黒人教育者、1913）エリザ・スノウ（モルモン教の母、1804-

1887）誕生、23 日－国民投票での人頭税拒否の第 24 項修正（1964）アマンダ・スミス（黒人

福音主義者 1837-1915）誕生、24 日－エバ・デルバキス・ボウルズ（黒人青少年グループ・リー

ダー 1875-1943）誕生、25 日－フローレンス・ミルズ（黒人歌手ダンサー 1895-1927）誕生、

26 日－インド共和国成立（1950）、27 日－ベトナム戦争終了（1973）、28 日－ピカソ（1884-1962）

誕生、30 日－マハトマ・ガンジー暗殺（1948）フランクリン・ルーズベルト（1882-1945）誕

生（23）

　このカレンダーを見ると、アメリカ人を構成している黒人、フィリピン人、ハワイ人、プエ

ルトリコ人、ドイツ人、フランス人、インド人だけでなく、国際連合、国際連盟、ベトナム戦

争を始めとする世界の情勢に目が向けられている。次にこれらのカレンダーをどのように教え

ているかの内容について述べてみる。

　国際連合と国際連盟について。まず両者の違いを論じる。更にアメリカがこれら両者とどの

ような関係であるかを考えさせる。国際連合の仕事を生徒に調べさせ、WHO、UNESCO、

UNICEF という諸組織に対して、生徒が多文化学習の中で、それらの仕事内容の情報と使用

されている資料を書くことが出来るようにする。

　マーチン・ルーサー・キングについて。彼が問題提起したものは何かを生徒に論議させる。

彼の言葉「法律によって人に私を愛させるように出来はしまいが、それが、私をリンチから守っ

てくれるということは真実であろう。そして私はそれをたいそう大切なことだと思う」を生徒

に読ませ、その文章の意味を考えさせる。公民権運動の指導者である彼が、何を言おうとして

いたか、何に反対していたか、公民権とは何か。生徒に公民権運動のやり方に対する感想を書

かせる。
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　ベトナム戦争終了について。ベトナム戦争は、現在の大部分の成人にとって、もっとも強力

な、辛い思い出である。生徒がこの戦争についてどのような意見を持っているのか、彼らの感

想とベトナムでのアメリカの役割について話し合う。生徒たちは、この戦争についてのイメー

ジがなかなか涌かないので、当時の「タイム」、「ニューズウイーク」のような雑誌を通して、

戦争を追体験させる。

　次に生徒たちに 4 つの作業をさせる。（1）さまざまな意見を持った大人にインタビューする、

（2）新聞や雑誌のニュース記事や評論を見る、（3）ベトナム戦争を扱った歴史書を読む、（4）

学区内に生活しているベトナム人と話をする。これらを総合的にまとめることによって、生徒

たちに、ベトナム戦争は何であったかを理解させる。

　ガンジーについて。ガンジーが他国人であるにもかかわらず、多くのアメリカ人に影響を与

えているがゆえに、生徒たちが、彼の生活や考え方について何かを知るべきである。ガンジー

がイギリスから独立した時の非暴力、受身的レジスタンス（座り込み、ハンガー・ストライキ）

といった彼のやり方は、アメリカ人にどのように受け入れられうるのかを考えさせる。彼のや

り方は、たいそう強力なものであるため、著作を読むことによって、彼の思想を理解する。

　このように、多文化カレンダーは、他の国の文化と、他の民族の文化を知るだけに止まらず、

生徒たちに、人間としてどう生きるかのたいそう本質的な思考を求めていることが分かる。多

文化教育は、世界的な規模で、各国家、民族に共通に求められる問題を教えることであるとい

えよう（24）。

　最後に多文化教育の評価はどのようになされるのかについて述べる。評価は子どもたちがど

の程度他の文化・価値を理解したかを、教師が知るためのものであり、評価により教師がより

良い教材、教育方法を考えることが出来る。「学校の評価はいかに仕事をし、示唆された活動

に接近したかを記録することである。文化的多様性に関する質問に対する子どもたちの言語的

反応や、教室の中と外の両方で、文化的に異なっている人々に対する生徒の反応のあり方が、

子どもたちがいかに単元を理解したかの評価を援助するものである」（25）。

3．多文化教育の展望―ハワイ州の事例―

　1987 年、ハワイ州において最初のハワイ人の知事が誕生する。ハワイ王国崩壊後、支配者

から被支配者へと変化したハワイ人にとって、この出来事は、ハワイ文化再評価へつながる絶

好の機会であり、州政府は、この年をハワイ人年と名づけ、ハワイ州のアイデンティティをも

とめる作業をはじめる。

　1900 年ハワイがアメリカの準州となって以来、ハワイはアメリカ人特にニューイングラン

ド地方出身の宣教師の子孫たちによって、政治的・経済的に支配される。教育においても、ア

ングロサクソン文化を強制的にハワイ人、アジア系移民に押し付け、それをうまく身につけた

ものが、アメリカにうまく適応し、同化したと評価されてきた。
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　1960 年代になると、このような状況に変化が現れる。その理由の 1 つは、アメリカにおけ

る少数民族の権利拡大運動であり、2 つは 1959 年のハワイ立州である。立州以後、ハワイで

は移民労働者の子孫並びにハワイ人の権利が主張され、白人の権力は徐々に弱ってくる。1960

年以降、プランテーションの所有者である白人の政治的・経済的支配という従来の状況から、

そこで働くアジア系労働者の発言力が強まってくるという状況へと変化する。1963 年バーン

ズ知事誕生は、プランテーション労働者の力が結集した結果であり、彼以後の知事は、ハワイ

州を構成する諸民族の文化を尊重するという、文化的多様性を主張する。1975 年の日系二世

ジョージ・アリヨシ知事の出現は、白人の政治支配に終止符を打ち、彼の 12 年間にわたる在

任中、アジア系、特に日系人は大きな力を持ち始め、非白人の権利が大幅に認められるように

なり、さらにジョン・ワイヘエ知事の誕生（1987 年）とともに、ハワイ人、ハワイ文化見直

し作業が始められ、ハワイ州のアイデンティティが模索されはじめるのである。

　「ハワイ諸島を通過するすべての人々に対して、潜在意識ではあるが、ハワイ文化が深い、

意義ある基礎を与えており、1987 年には、われわれはそのようなことに正当な認識を与え始

めたと、私は時々考えることがある」（26）というワイヘエの言葉は、抑圧され、潜在化させら

れていたハワイ文化を顕在化させ、それを再認識・再評価させることを意味している。彼はさ

らに「活動的な、かつ役割遂行出来る人は、言語、習慣、食物又は儀礼といったハワイ的なも

のに言及することなしに、この州では一日たりとも仕事を全うすることが出来ない」（27）と述べ、

ハワイ文化復興を高らかに宣言している。すなわち、ハワイ州がアメリカ合衆国の 1 州である

にもかかわらず、そこに住む人々は、ハワイ文化の理解なしでは生活出来ないことを意味して

いる。彼は、従来からハワイ的なものが存在しているにもかかわらず、無理矢理覆い隠そうと

したのに対して、有りのままの姿を認め、さらにハワイ文化尊重の方針を打ち出したのである。

a．文化的多元主義

　ハワイにおける社会構造の変化についてエリザベス・ウィッターマンズは、次の 4 つの段階

に分けて考えている。

第 1 段階　西洋化以前

　　　　　　比較的単一な文化の社会

第 2 段階　2 つの文化の社会

　　　　　�　西洋人の到来とともに、食物、衣服の習得だけでなく、宗教、娯楽、教育技術と

いった多くの活動領域に影響を与えた。ハワイ人社会と西洋人社会との間に生じた

裂け目は、経済的・政治的、社会・文化領域に及んでいた。

第 3 段階　多文化社会

　　　　　�　西洋社会のさまざまな地域から、また非西洋社会の地域からの、プランテーショ
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ン（耕地）の労働者としての移民の到着が多文化をもたらす。しかしながら、白人

が一般的に社会・経済的に支配権を維持している。

第 4 段階　現在

　　　　　�　現在は更に状況が変化していく。（1）数百万人もの観光客の来島、（2）過去 5 年

間にわたるインドシナ難民の流入、（3）「ハワイアン・ルネッサンス」の出現とそ

の各人各様の解釈、という 3 つの要因がハワイ社会に新たな変化をもたらしてい

る（28）。

　　　　　�　ウィッターマンズの 4 つの段階分けは、年代を明確化しないため、おおよその分

類であろう。また、第 4 段階（現在）は様々な要素が入っていて把握しにくいが、

彼女は第 3 段階より一歩進んだより複雑な多文化社会と受け止め、現在を肯定的に

とらえている。さらに時期により、社会構造が変化してくるのは、ハワイの人口構

成が大きく作用していることは、誰もが肯定するところであろう。

表 1　ハワイにおける人種別人口（29）

1853 年 1900 年 1950 年 1970 年

ハワイ人 70,036 29,799 12,245 7,549

混血ハワイ人 983 9,857 73,845 139,073

白人 1,687 26,819 124,344 233,013

中国人 364 25,767 32,376 29,913

日本人 － 61,111 184,598 203,384

フィリピン人 － － 61,062 60,061

その他 67 648 11,279 78,947

合計 73,137 154,001 499,769 735,166

　表 1 によれば、ハワイ人の減少、混血ハワイ人、白人、日本人の増加が顕著に現れており、

またその他の民族も徐々にその数を増やしてきており、ハワイ社会が民族的にも多様化してき

ていることがわかる。このような多様化は、ハワイ社会に文化的多元主義をもたらす。

　1907 年、当時の準州の代理知事が合衆国大統領に送った書簡の中に次のような文章がある。

　東洋人と白人が一緒に労働することがあり得ないという事実に当面し、それを認識した結果、

わずかばかりの偏見が存在することがわかったが、それは時として、単に政治上の通例的なこ

とにすぎない（30）。

　と述べ、アジア人が差別されるのは、人種的な偏見のせいなのではなく、法律的、教育的な

不利益を被ったせいなのであるとしている。この意見によれば、アジア人は、ハワイ社会にお

いて階級的な差別を受けているが、人種的な差別を受けていない。当時のハワイ社会では階級

的差別と人種的差別は切り離して論じることは出来ないと思われるが、アメリカ人の代理知事
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にとって、アジア人への差別は、本国とは比較にならないほど少ないものであったことは事実

であろう

　しかしながら、1933 年になると、ロマンゾ・アダムズが述べているように、「ハワイは、ま

れにみる平等への接近という意味において、すべての人々に機会を与える」（31）のであり、こ

れはすべての民族が平等に機会を得ることを意味している。

　またアンドリュー・リンドも 1955 年「ハワイでは、すべての住民が、その社会生活において、

自由に平等に参加するのに好都合な環境と背景が存在する」（32）と述べており、多文化主義が

すでに定着していることを示している。

b．ハワイ州の多文化教育

（1）ハワイ州政府の多文化教育

　1960 年代後半から 1980 年代初めまでの州教育局発行のレポートを歴史的に追うことによっ

て、ハワイ州政府の多文化教育がどのように変化してきたかについて述べる。

イ�．1970 年前後の教育方針「－Digest of the Master Plan for Public Education in Hawaii, 

1970 を中心として－」

　この報告文は、1960 年代の教育をまとめたものであり、この時期の主な関心は、生徒に平

等な教育機会を与えることである。1965 年の初等・中等教育法と経済機会法を含む多くの連

邦政府プロジェクトの出現により、1960 年中葉に、ハワイにおいて教育機会の平等化が勝ち

取られた（33）。

　ハワイ州において 1960 年代には、多文化教育の考えは、アメリカ連邦政府のマイノリティ

への教育政策の下でのプログラムによるところが大であり、ハワイ独自の多文化主義が出てく

ることはなかった。

　この報告の公教育の目的の項を見ても、生徒各自の持っている文化を尊重する内容がまだ見

あたらない。「話す、読む、書く、聞く、計算する、思考するといった基礎訓練」「科学と技術

の役割の理解と認識」といった個人の能力の養成が中心であり、「責任感を持つようにさせる」

「国家と世界において、高い生産性と生活水準」といった一般的な問題が取り上げられている

だけである。わずかに「個々の生徒が彼とは異なる、社会的、文化的、民族的集団の生徒を理

解し、認識すること」（34）という内容が入っているが、これもハワイ独自というよりはむしろ

アメリカ本土の影響が大きいといえよう。

ロ．1974-75 学校年年次報告書

　この年次報告書では、ハワイ州二言語・二文化教育プログラムが取り上げられている。1965

年の初等中等教育法が具体的に各学区の中で既に実施に移されていることを物語っている。幼
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稚園から第 12 学年までの間で、イロカノ語、サモア語、韓国・朝鮮語、中国語（広東語、北

京語）と日本語の外国語教育が学校カリキュラムの中に取り入れられている。しかしながら、

この教育の対象者は、移民の子どもたち、つまり英語が母語でない子どもたちに焦点が置かれ、

二言語・二文化教育の言語に比重がかけられているため、ハワイ州を構成する諸民族の文化を

理解するといった面はあまり強調されていない（35）。

　1975 年前後におけるハワイ州の教育方針は、連邦政府の教育方針を受け入れつつも、アメ

リカ本土のマイノリティの権利拡大の精神が生かされていない。本土のマイノリティの権利拡

大運動が黒人を中心として起こったため、黒人の少ないハワイ州では直ちに結び付かないとい

うのがその理由であろう。

ハ．1976-77 学校年年次報告書

　1975 年には、「人種、皮膚の色、宗教、性、年齢又は国籍によって、いかなる差別も、教育

局のいかなる領域においても存在するべきではない」（36）という規定がなされ、ハワイ州にお

いてもアメリカ本土と同様の問題が取り上げられるようになり、「女性」、「マイノリティ」の

問題が論議の的になる。

　しかしながら、これも連邦政府の財政援助が大きな影響を与えているのであり、緊急学校援

助法（ESAA, the Emergency School Aid Act, 1972）の下、WASP のアメリカ文化（Anglo-

American culture）にマイノリティの集団を統合することを助けることを意図していた。とこ

ろが、この ESAA プログラムは、強制的に WASP の文化に統合するのではなく、各民族の持っ

ている文化を尊重し、生徒に自己の民族文化を認識させることが前提となるといった、文化学

習（cultural studies）の面が重視されていく。

　ハワイ州の場合、このような運動の中で、ハワイ人、サモア人を中心とするポリネシア文化

の見直しが生まれてくる。

　その例として、リーワード学区（オアフ島）でのサモア・プログラムについて述べる。ワイ

アナエ中学、ワイアナエ高校、ナナクリ中・高校では、サモア人の子どもたちのためのパイロッ

ト・プロジェクトが行われている。ここでは、サモア人の子どもたちが、学校教育にうまく適

応出来るように、個人学習指導、カウンセリングと特別活動を行っている。特別活動とは、サ

モア人の子どもたちが、サモア旗記念日の 4 月 15 日に、アラモアナ公園で踊りと競技のコン

テストに参加することである（37）。

　また、カウアイ学区では、多文化クラブが設けられている。ESAA の下で、カウアイ高校、

カパア高校、ワイメア中・高校では、民族対抗オリンピック、フィリピン人、日系人、ハワイ

人の伝統的な遊びをしたり、様々な民族が一緒になってバレーボール、ソフトボール、バスケッ

トボールをして民族的融合を図ろうとしている。

　これらの試みは、自己の民族遺産を確立するだけでなく、他の民族の遺産をも尊重する精神
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を子どもたちに植え付けていくことになる。

　ハワイ州政府の方針として、1977 年になると、単に子どもをアメリカ文化に適応させると

いう、言語教育、言語の背景にある文化の教育の段階を越えて、アメリカ国籍を持っているハ

ワイ州のすべての人々の文化遺産にまで、その目が及ぶ段階になっている（38）。

　次の表 2 は、1976-77 学校年における補償教育（compensatory education）の実施例である。

表 2　補償教育実施例（39）

参加生徒数 教育実践

基礎学力の増進 	 12,420 語学、就学前教育、修正カリキュラム、語学・数学

社会的・個人的発達 	 4,616 特別カウンセリング・ガイダンス、隔離プログラム、隔離プログラム援助、労
働学習、文化的動機づけ

文化的認識 	 6,396 文化学習クラス、多文化学習クラブ

英語の学力 	 3,561 英語を母語としない者への英語教育、二言語・二文化

再統合援助 	 398 代替学校（alternative school）

ニ．1980-81 学校年年次報告書

　この学校年の基本方針は、従来の基礎学力の向上ならびに英語を母語としない子どもの英語

教育、障害を持った子どもへの平等な学習機会の提供と並んで、ハワイ文化学習の新しいプロ

グラムが用意されている。

　1980-81 学校年において、公立学校の中で、英語力の弱い子どもは、10,678 人おり、そのう

ち最も人数の多いのは、3,006 人のイロカノ語を話す生徒たちであった。それ以外に多いのは、

サモア語、広東語と日本語である。ハワイ州へ移民した外国人の子どもたちの教育は、依然と

して教育の大きなテーマであったが、ハワイ人の文化に対する関心も高まってきた。すなわち、

土着ハワイ人の文化の学習である（40）。

　ハワイ文化学習は、ハワイの歴史的な背景を把握することから始まり、生徒たちが現在のハ

ワイ文化を、自分が住んでいる地域社会のハワイ人高齢者から、直接体験を聞き出すことによ

り、具体的なものとして受け止めることが出来る。それは、体験に止まらず、神話、踊り、等々、

様々なものが含まれる（41）。すなわち、古代ハワイへの回帰が徐々に生じるとともに、アメリ

カ合衆国内でのハワイ州の位置づけを確認する作業でもある。

b．民族混合社会ハワイの今後の展望

　B.L. ホーマンは、ハワイにおける混合（mixing）のプロセスを、第 1 段階－人種の混血、第

2 段階－アメリカ文化への同化、第 3 段階－社会構造の混合、の 3 段階に分けている。彼はまた、

「ハワイの場合、アメリカ本土のように完全な文化的同化以前においてでさえ、統合又は民族

間の社会関係と参加が可能である」（42）と、述べている。アメリカ本土の場合、白人という多

数派に同化することが統合と考えられており、それへの完全な同化は、第 3 段階にまでなかな
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か到達がむずかしいが、ハワイ州の場合、多数派の民族集団が存在しないため、それぞれの民

族集団が第 3 段階にまで混合が可能である。

　民族混合社会を構成する民族の将来について以下の 3 人の述懐を引用する。中国系四世は、

「私は、東洋人ではなく、まさにアメリカ人である。私は、アフリカではなく、ハーレムを見

詰める黒人に幾分似ているのだが、自分の過去を求めるのではなく、現在住んでいるハワイを

求める」（43）と述べているし、また、白人五世は、「一世から四世までの日系人は、活力に満ち

た生活をしている。一方、五世の日系人は、現在ハワイ流の新しい生き方をしている。私自身

この（五世の）新しい生活にうまく同化」されていると述べ（44）、日系人五世と白人五世との

違いがないことを、示唆しているし、ある若い日系人は、「私は、自分自身日系人だと見なさ

ない。私は、この島にアイデンティティがある。私は、外国の出身ではなく、ある民族集団の

出身でもなく、ハワイ出身である」（45）とし、ハワイを共通基盤として、各自の民族性をあま

り重視していない。

　彼らに共通して言えることは、出身民族ではなくて、ハワイで生まれ、育った者として、自

己をハワイ州人として位置づけていることである。ハワイ人だけでなく、白人、アジア人すべ

てを含め、ハワイ州に四世代以上にわたって住む人たちは、民族に関係なく自己をハワイ人と

して認識する時代がやってきているのである。

　ハワイ人ジョージ・S・カナヘレは、民族的にはハワイ人、白人、中国人、日系人、フィリ

ピン人と様々であるが、「われわれは、ハワイ人」なのであり、「ハワイ人へのアイデンティティ

の本質はハワイらしさ」なのであるとしている。「ハワイらしさ」は、現在ハワイの生活様式

の中に見いだされ、それは、習慣、食事、踊り、音楽、スポーツなどであり、それを身につけ

た人を、ハワイ人と呼ぶべきだとしている。すなわち、彼によれば、ハワイ人とはアメリカ合

衆国の他の州とは違ったハワイ的生活様式を取る人々を呼ぶ。彼は、また混血ハワイ人青年の

言葉を引用して、その理由を説明している。

　「21 世紀も終わりになると、またそれよりも時期的に早くなるかもしれないが、恐らく、純

粋ハワイ人は存在しなくなり、ハワイ人自身、ハワイ人かどうかの見分けがつかなくなってし

まうだろう。誰をハワイ人と呼べばよいのか」という状況がくるのであり、そのため、将来ハ

ワイ的文化遺産を持った人物をハワイ人と呼ぶべきであり、「ハワイらしさ」こそハワイ州の

アイデンティティなのであると、カナヘレは結論づけている（46）。

　今後、ハワイ州では、ますます人種間の通婚が盛んになり、混血が増えつづけると予想され

る。これらの中で、ハワイ文化を基盤としながら、アングロサクソン、アジアの諸文化が交ざっ

た多文化的なハワイ文化が形成され、新しいタイプのハワイ人が生まれてくるであろう。すな

わち、多文化的ハワイ文化の誕生なのである。
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おわりに

　本稿では、教育における文化的多元主義について論じてきた。次に、文化的多元主義の限界

と多文化教育の展望について触れておく。文化的多元主義の様々な問題点についてマーゼマン

とイラムは次のように述べている。

（1）�特に文化的・言語的な集団の地位の不均衡が存在する場合、さらに支配的集団と被支配的

集団が存在する場合、憲法上の規定は平等または公平さを保障することに十分でない。

（2）�多文化的なものが発達したか、または人権が尊重されるかを測ったり、評価するのは難し

い。というのは、寛容や異文化理解を質で判断することは、難しいからである。

（3）�一国の文化が歴史的社会構造の中で既に確立されているならば、政府の法令によって多文

化的な考え方を促進させるのは不可能であろう。

（4）�公式の言語についての政策は、多文化教育的考え方の進展の重要な一部分である。そして、

そのような政策での教育的枠組みは、言語的文化的質についてどれほど関わり合いを持つ

かを示している。

（5）�民族集団間の明白な敵意又は服従関係といった政治的な現実は、政策決定者や教　 育者

たちの民族的調和への願望よりはるかに勝るであろう（47）。

　これらの点をみると、多文化教育を進めることの困難さが窺われる。いくら法律的・政策的

に行おうとしても民族集団の敵意・偏見がある限り容易ではなく、長い時間をかけて徐々にし

か進展しないことがわかる。

　同様に江原武一も、「どのような教育政策や教育実践についてもいえることだが、多文化教

育の意義や効用は時間をかけて検討したり評価すべきだろう。特に多文化教育は数世代にわた

る教育問題を扱うが、少数文化集団を抑圧してきた歴史的な負の遺産の解消は、10 年や 20 年

といった短い期間ではとうてい達成できないからである。またこれまでの試みられてきたさま

ざまな教育改革の歴史が示すように、1 つの教育政策や教育実践ですべての積年の教育問題が

解決すると考えるのは、あまりにも現実離れした楽観的発想である。」（48）と述べ、教育におけ

る多文化主義の実践がいかに困難なものであるかを示唆している。

　社会心理学者のホフステードも文化的多元主義について次のように述べている。「何世紀に

も前に記された国々の間の価値観の違いは、接触が密になった今日においてもまだ残っている。

あと、二、三世紀は、国々の文化的な多様性は大きいままであろう。国々の文化的多様性が引

き継いで残るというだけでなく、各国の国内における文化的差異が増大しているように思われ

る。民族集団は自らのアイデンティティをあらためて認識するようになり、その事実を政治的
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に認めるように要求している。もちろん、このような民族の違いは常に存在していたわけであ

るが、集団間の接触が増してきたことにより、集団のメンバーがみずからのアイデンティティ

を確認するようになったのである。」（49）

　このように文化の異なる民族集団が接触を強化するにつれて、摩擦がより一層拡大し、それ

ぞれの民族集団が各自のアイデンティティを求めてくる。

　アメリカ合衆国においては、1990 年代に入ると、白人の側からマイノリティの文化を大切

にする多文化教育に対する非難の声がより増大してくる。白人が享受していた特権が脅かされ

ると感じた白人たちが、自分たちの権利を守ろうとして、黒人を中心とするマイノリティの人々

に対する攻撃を激しくする。バンクスは、「多文化教育は現在、保守的なグループや研究者か

ら激しい、組織だった挑戦を受けている。この挑戦は今後とも続き、激しく、そして時に醜く、

破壊的なものになるだろう。それは多様な形態をとり、表現方法や現れ方もさまざまである。」（50）

と述べ、この傾向は今後ともますます強まるであろうと予測している。1996 年カリフォルニ

ア州ではアファーマティブ・アクション（Affermative Action：マイノリティ優遇政策）が廃

止された。この措置に対してクリントン大統領は直ちに抗議声明を出した。また、同年黒人英

語（イボニクス）を、第二外国語として認定する動きもあり、多文化教育に対する動きは今後

とも混乱するであろう。

　同様なことは、イギリス、フランス、ドイツ等のヨーロッパ諸国、オーストラリアについて

もいえる。イギリスでは、サッチャー首相によって推進されたナショナル・カリキュラム実施

後、マイノリティの子どもたちは、学校教育から疎外されるようになったし、フランスではア

ラブ系の子どもたち、ドイツではトルコ系の子どもたちが学習する権利を奪われようとしてい

る。

　以上のように世界的に多文化教育が後退しているかのような印象を持つかもしれないが、「エ

スニック研究や女性研究の目的は、一部の利益を追求することではなく、カリキュラムを改革

することによって、より真実の、包括的な、そしてアメリカ社会を形成する多様な集団の歴史

や経験、文化を反映したものにすることである。これらの運動は、一部の利益の改革運動とは

違って、学校や大学のカリキュラムの民主化に貢献しているのである。」（51）と、バンクスが述

べるように、多文化教育運動の中で、アメリカのカリキュラム、教育内容、教科書は、WASP

中心、男性中心のものから、社会的弱者に基盤の置いたものへと作りかえられてきたことは事

実であり、この傾向は今後とも変化はないであろう。

　シュレージンガーは、「歴史的かつ文化的にこの共和国はアングロサクソンの基盤を持って

いる。しかし、この基盤は、当初から、他の大陸や文化からの輸血によって変容を受け、豊か

にされ、再構築されてきたものである。締め出しから包括への動きは、われわれの文化の構造

に絶えざる改変をもたらす」（52）と述べ、アメリカ社会は、将来ますます多文化の流れを強め

るだろうと予測するが、彼は、「多様な伝統の相互交流」がますます強まり、「相違に対する寛
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容と相互尊重の上に築かれた、開かれた社会」がアメリカの民主主義の原理であると主張する。

　アメリカの多文化教育は、各民族間の対立、民族間の階層分離、非白人人口の増大、白人の

非白人への敵意等、様々な問題を含みながらも、シュレージンガーのいうように、「統一化を

目指す政治的理想が、かくもたやすく、また気持ちよく社会的・文化的価値観の多様な共存」

をはかる状態を実現している。アメリカは複数の文化から成る共通の文化を保存しているので

ある。文化的多様性を認めることと、1 つの共通の文化を志向することが矛盾なく共存をはか

ることが、アメリカ公教育の特徴であり、課題なのである。

　このようなアメリカ合衆国での先行的実践は、世界中の教育に大きなインパクトを与えてい

る。日本においても国際理解・異文化理解教育のあるべき方向性が、アメリカの多文化教育か

ら見えてくるのではないだろうか。

　日本国内には、在日外国人の子供たち、帰国児童・生徒をはじめ異文化を持った人たちが多

数存在する。われわれは異なった文化を持った人たちとどのように接するのかが、現在ほど問

われている時期はない。アメリカ合衆国ハワイ州では、州内のすべての人たちの文化が等しく

評価されている。わが国の教育現場でも、すべての子どもたちの持っている文化・価値観をど

のように評価、尊重するかが今ほど求められる時代はないのである。
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